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経済論叢 (京都大学)第175巻第3号,2005年3月

モジュールとインターフェース,

あるいはネットワークの効用

- 取引コストの視点からのモジュールの構造分析

末 松 千 尋

Ⅰ は じ め に

1 本研究の問題意識

製品/部品構造,生産 ･設計プロセス,組織や産業における分業など,シス

テムにおけるモジュール型構造の採用が,複雑性に対応する重要な施策の一つ

として注目されている｡ 従来の日本型の特徴 とされるインテグラル塑 (モ

ジュール構造をとらない)と対比され,日本の競争源泉の所在の基本的枠組を

議論するものであり,場合によっては大きな変革をも不可欠とする｡ これにつ

いては賛否両論の論争がなされているが,しかしながら,モジュールとは何か

については,いまだ決め手となる定説はない (国領ほか [2003])｡｢全てのシ
ステムは,ある程度 (tosomeextent),モ ジュールである｣(Schilling

[2000])というように,定義は不明確なままであり,どこまでがモジュールで,

どこからがモジュールでないのか,その ｢程度｣を測定できる客観的基準は存

在しない｡(D｢モジi-ル内では相互依存し,モジュ←ル間では独立している

こと｣(Baldwin&Clark[2000]),② ｢インターフェースを共有し半自律的に

機能すること｣の二つが最も一般的に引用される定義であるが,｢依存性｣｢独
立性｣｢半自律的｣は,あくまで ｢相対的に (relatively)｣である｡
例えば,モジュール型構造は,日本企業,特に製品全体の統合性が不可欠な

自動車産業には不適当であるという主張がなされるが,ボルト,ナット,ユー
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ティリティという社会的に標準化された部材を億用しないということはありえ

ないばか りか,タイヤ,バッテリーを始めとして,エンジン,車体など,モ

ジュール化が,｢ある程度｣進んでいることは明らかである｡ さらに組織はど
うだろうか｡最も原初的な機能別組織は,それぞれがインターフェースを共有

し半自律的に機能するモジュール群とは呼べないだろうか｡Simon[1996]は,

複雑な情報を処理するために,階層構造というインターフェースが必要である

ことを指摘しているが,その卑近な例として,あらゆる個人にとって業務を効

率化する上で不可欠なファイリング･システムは,共通のインターフェースに

より分類された,情報のモジュール構造をとっているとはいえないだろうか｡

科学的なアプローチをとる限り,複雑な事象は共通のルールで細分化されてい

くはずであり,このような事例は事欠かない｡インテグラル型のメリットとし

てあげられる非言語的なコミュニケーション,例えば以心伝心,暗黙の了解な

どは,長年の年月をかけて構築されたインターフェースであり,そのインター

フェースを共有することにより,相互が半自律的に行動することを可能として

いる｡

本論文の目的は,これらの疑問に説明を与えるモデルを提示し,モジュール

の実態解明にわずかでも迫ることにある｡

2 本論文のアプローチ

モジュー)I,の定義としての ｢共通のインターフェースの保持｣については異

論がないものと思われるが,本論文では,このインターフェースに焦点を当て

モジュールを解析していく｡ そして ｢モジュール化の程度｣｢モジュール化の
効用と費用｣｢モジュール化のあり方 (だれが,いつ,どのように進めるべき
か)｣などについて,概念的な枠組を提示しようとする｡本論文の対象とする

銘囲は,人工物 (Artifacts),製品/部品構造,市場取引/マネジメント･シ

ステム,組織の分業,情報処理である｡ 通常,一企業における社員は,製品,

顧客,地域,機能などの軸 (インターフェース)で分類される様々な組織モ
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ジュール (委員会やプロジェクトを含む)に属しており,モジュールの観点か

らとらえるよりも,インターフェースの観点からとらえた方が,実態に近い｡

寺つ限りは

ⅠⅠ インターフ

ままる｡

1 インターフェースの定義

一般には,モジュールとは,インターフェースを共有し,独立性,自律性が

確保された主体であると定義される｡ ここで,"インターフェース"を,主体

閏で ｢トランザクションを効率的に行うための規定｣と定義する｡ 具体的には,

第 1図で示したような, トランザクション,すなわち財やサ-ビスの交換を効

率的に完遂するために,主体間に存在すべきあらゆるもので,交信,相互理解

(静的),相互理解 (インタラクティブ),交換,搬送 ･組込に関わるものであ

る｡ これはCoase[1988]が ｢価格情報の獲得｣｢交渉｣｢交換｣の三つに分類
した トランザクションのプロセスを,補完したものである｡

第 2図に示すように,インターフェースは,そのレベルにより ｢新しい取引

関係の開発｣｢新しい取引の開発｣｢継続的取引｣の三層に大別される｡順に,
メタ･レベル,基本レベルの取引関係を規定するものである｡ スポット取引な

どにおいて,メタ･トランザクションの規定の開発を避けることは,短期的に

はコスト削減につながるが,非確実性要素の扱いを放棄し,将来的なコスト要

因を残すことになる｡

インターフェ-スの多くはルールであり,インターフェースはルールでなけ

ればならないとする定義もあるが,慣習法のように慣習により規定される場合

もありえ,それでもモジュールが半自律的に機能するには,なんら問題はない｡

ここで規定とは,同意され共有され遵守されるべきものであり,明示的に表現

1) "主体"とは,最低限の自律性を有する個人または個体を意味する｡本論文の結論からいえば,

主体がインターフェースを持てば "モジュール"となる.従って,インターフェースを議論する

本文中では,モジュールではなく主体という用語に統-して使用してい く ｡
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第 1図 トランザクションのインターフェースの事例
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されていない慣習や信頼なども含めるものとする｡ ただし,意図されていない

自然発生的なもの,明示化されていないものは,伝達は難しく,構築に時間が

かかり,不確実であるため,インターフェースとしての効率が低いのは明らか

である｡

インターフェースは,次々と付加されていくという重層構造を持っている｡

主体を人間に限っていえば,少なくとも,自然言語やそれに付帯するロジック,

セマンティックなどはインターフェースとして規定されており,それらのイン

ターフェースだけでも,十分に各主体は ｢ある程度｣自律的に機能することは

可能である｡ さらにその上に様々なインターフェ-スが付加されていくことに

より, トランザクションの効率は,より改善され,同時に自律性が高まること

になる｡
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第2図 トランザクションにおけるメタ･インターフェース
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*:法律や慣習により規定されるもの｡例)コンテキスト:度量衡,セマンティック,論理など｡
表現形態:マルチメディア,テキスト,自然言語,ディジタル/アナログ,プロトコル (IP,
EDI,ロゼッタネット),i/0ルールなど｡コミュヒケ-ション･ツール:電話,テレックス,
インターネット,電子メールなどo媒体:電波,普,光,電圧など｡

人間ではない,部品など人工物の場合はどうだろうか｡ソフトウェア ･モ

ジュールなどインターフェ←スが論理的である場合は,上記の議論が適用でき

るが,機械的,電気的なモジュールについては,部品間の機械的作用 ･反作用,

電圧,電流などの物理的インターフェースが規定される｡ 例えば,時計であれ

ば,ゼンマイ,歯車,針などが,機能を分担 し,機械的な仕様がインタ-

フェースとして規定され,それぞれが独自の機能を果たすようになっている｡

Milgrom&Roberts[1992]が ｢部品間のインターフェースがない場合,権

限による調整が必要となる (デザイン上の相互連結性)｣とするのは,イン

ターフェースを柔軟,自由,不走朔,懇意的に変更している状態のことを指す

と考えてよいであろう｡各部品に分解される以上,最終的にはインターフェー

スが規定されなければ,部品閏で物理的な相互作用は働かない｡ただし,その

インターフェースが唯一無二の製品 (例えば,世界に一つしかない手作 りの時
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計や特殊な試作など)を対象としているとき (本論文では,この ｢その場限 り

のインターフェース｣を "ア ドホック ･インターフェース"

｢インターフェース｣と区別して扱う)は,比較的自由に再変更

のに対 して,その部品を,製品を超えて使用 したい場合や,将来の機能向上に

そなえて部品変更を可能にしたい場合は,そのインターフェースは

なければならない｡大量生産するために,各部品の製造を分業する場

である｡つまり,モジュールが,ある用途たった一つに限定されてい

インターフェースの固定化の必要はないが,ネットワーク外部性

領域,時間)を考慮 した場合,固定化は不可欠となる｡

こで,"ネットワーク外部性"には,Katz

依田 [2001〕のいう間接的

& Shapiro[1985〕,Katz&

ク外部性 (領域｡いわ

ゆるハー ドウェア/ソフトウェア ･パラダイム)と垂直的ネットワーク外部性

(時間｡いわゆる異時点間のネットワーク外部性))をも含めた広義のもの,つ

まり,通常のユーザー数に加えて,領域と時間も含めたネットワーク外部性の

拡張概念を用いている｡ 特に時間を含めた垂直的ネットワーク外部性の概念は,

第4章で,インターフェースの効用を考える際の重要な鍵となる｡

2 本論文において扱われるインターフェースの事例

本節では,具体的な事例を取 り上げ,インターフェースの概念定義を説明す

る｡

･標準 :TCP/IPなどのデ-夕･プロ トコルは,通常,標準 (標準規約) ど

呼ばれるが,第 1図の交信に含まれるインターフェースは,この分類に含

めることができる｡ その他に,ウインドーズなどのOS (OSをインター

フェースとして,各アプリケーション･ソフトがモジュールとして トラン

ザクションを実行する),エクセルなどの標準的アプリケーション･ソフ

ト (ソフトをインターフェースとして,データがモジュール化される),

などが含まれよう｡
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土井 [2001],Grindley[1995],David[1987〕,David& Greenstein

[1990],David&RothwelH1996〕,Hawkinsetal.[1995],NRC[1995]

によれば,標準には,通常,上記の ｢インターフェース標準｣に加え,

｢クオリティ標準｣が含まれるとされる｡ これは,製法 ･プロセス標準,

作業標準,品質標準,サービス標準などのクオリティに関する規定である｡

しかしユーザ弓 ま,標準が規定するところの品質 (クオリティ)とその誤

差範囲で,製品が提供されることを前提に,それを使用する｡つまり,ク

オリティ標準も,製品 (サービス)とユーザーの間のインターフェースと

して存在し機能しているということができる｡ ユーザーが何らかの信号

(例えばスイッチAの誤差範囲内でのON信号)を与えると,製品が機能

提供を開始するというトランザクションを規定したインターフェースが,

クオリティ標準である｡つまり,標準はすべてインターフェースである｡

･市場取引 :最も一般的で,かつ理解しやすいインターフェースの対象として

のトランザクションである｡

｡ⅩML (extensibleMarkupLanguage):インターネッ吊ま明らかに重要な

インターフェース (そして標準)として,特に交信において世界中の主体

間でのトランザクション･コストを劇的に削減させた｡それが,分業など

企業間関係に及ぼした影響は極めて大きい｡さらに,そのインターフェー

スをプラットフォームとして,EAⅠ(EnterpriseApplicationlntegration),

p2P (PeertoPeer),オ←プンソースなど,次世代インターネット技術に

よる様々なインターフェースの重層化が進んでいる (例えば,末松

[2004a])が,ここではXMLを取り上げてみよう｡

従来のインターネットにおける標準 (言語)プロトコルが HTMLであ

り,それはデータ表示機能のみを扱っていたのに対し,XMLはデータ処

理機能を持つ｡このため,従来は人間しか扱えなかった処理 (例えば,企

業の財務デ←夕の収集 ･比較)を,コンピュータが自動処理できるように

なる｡ これは,コンピュータ間のトランザクションを劇的に進化させるた
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め,このプロ トコルを活用 した様々な応用インターフェースの開発プロ

ジェクトが世界中で,何千と進行 している｡ 典型的な事例 としては,従来

の EDI(ElectronicDataInterchange)をはるかに複雑化させたロゼッタ

ネットや ebXML,財務情報を標準化する ⅩBRL (extensibleBusiness

ReportingLanguage)などがある｡ なお,通常,ネットワークといった

場合,主体を含めたシステムを指すケース (ネットワーク構造など)と,

主体を含めない媒介を指すケース (インターネットなど)があるが,後者

の場合は,例外なくインターフェースに含められるべきものである｡

｡マネジメント･システム :企業内の業務 とは,財や情報と報酬が交換される

トランザクションの集合である｡ コース (Coase[1988])は,マネジメン

ト･システムを トランザクションから除外 したが,本論文ではそれを企業

内の トランザクションを規定するインターフェースととらえるo例えば,

ジョブ ｡ディスクリプション (責任 と権限の規定,あるいは作業標準)は,

上司が部下の行動を予定 し管理 し評価することを可能とする｡ それと交換

されるのは,良い評価や高い報酬である｡ 人事制度,会計制度は,全部門,

全社員が共有するインターフェースであり,これを基準として様々な活動

や行動が相互に調整され実行される｡ さらに,製法 ･プロセス標準,作業

標準,品質標準,サービス標準などはクオリティを規定する標準であり,

それらがインターフェースに含まれることを前述した｡

｡インタラクティブな情報処理 :マネジメント･システムを介 して行われる ト

ランザクションは,情報処理である｡ ここでは,人間間,コンピュータ間

のあらゆる情報処理を含めることにする｡

｡個人における情報アーカイブ :後述するが,個人における情報の蓄積行動は,

現在の自身と将来の自身間の トランザクシ畠ンであると考えることができ

る｡
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3 重層･階層構造をとるインターフェース

1) インターフェースの重層構造

第 1図と第2図で示したように,インターフェースは二つの意味で重層構造

をとる｡ 一つは,前述したメタ構造であり,他の一つは,インターフェース自

身がレイヤーの積み重ねとなっていることである｡

前者のメタ･レベルの トランザクションは,不確実性-の対処であり,一度

限りの トランザクション (例えばスポット取引)に必要不可欠ではないが,問

題発生のコスト (財の損失,調整,機会損失など)の期待値との比較となる｡

後者のインターフェース自身のレイヤーについては,自然言語など交信のイ

ンターフェースのみでもトランザクションは可能であるが,レイヤーの数を増

やすほど, トランザクションの効率性が増大する｡ ただし,それには条件を満

足することが必要であり,コスト (第V章)と設計指針 (第Ⅵ章)に関連して

後述する｡

｡インターフェースの階層的集合

一つのインターフェースは,一つの トランザクション遂行機能しか持たない

が,現実のトランザクショ＼＼ンは,無数のインタ-フェースで構成される集合体

により実現される｡ 例を示して説明しよう｡

･eマーケットプレース :インターネット上で激増している人工的な市場とし

てのeマーケットプレース (B2B,B2Cなど)は,製品/サービスの提

供者と需要者の間に存在するインターフェースの集合である｡認証,信用

保証,製品のカタログ表示,交渉支援,価格形威 (オークションなど),

物流,保険,各種コンサルティングなど,第 1図に示した トランザクショ

ン全般を規定するものである｡

｡信頼 :習慣と同様に,信頼はル-ル化されたものではないが,双方の合意と

して規定されたメタ･レベルのインターフェースと考えることができる｡

Arrow [1974]は信頼財として指摘したが,短期的な利害の調整に寄与し,

不確実性に対応する｡ 裏切 り行為は,その当事者間ばかりか周辺の取引相
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手とのインターフェースを破壊させるため,長期的なトランザクション･

コストを著しく増加させることになる｡ 逆に,裏切り行為を双方が行わな

ければ,永続的強力なインターフェースとして機能するようになる｡しか

し,不測の事態の発生時に,一方的な搾取や和解努力の破綻があっては,

継続的な信頼関係は維持できない｡信頼が機能するためには,不測の事態

に対応できる,双方の高いレベルの問題解決力が必要となる｡ さらに言え

ば,実際に,この問題解決力が機能するためには,問題解決の概念,フ

レームワーク,用語など様々なインターフェースの存在が不可欠となるた

め,それだけで重層化したインターフェースが存在しているとも言える｡

この議論は重要だが,本論からはずれるので深くは踏み込まず,ここでは

｢信頼｣の中には問題解決力という複雑かつ高度に重層化されたインター

フェースが含まれることだけを指摘しておくことにする｡

｡設計思想 :部品間のインターフェースを設計する際に,メタ･インター

フェ-スとして機能し,その指針を与える｡これは,企業組織内のみでは

なく,企業を超えて存在しうる｡

･システム:システムとは,要素の結合 ･連結規定である (結合された要素の

集合を指す場合もある)｡各要素は,それらの規定に従って,相互のトラ

ンザクションを実行している｡ そこには無数のトランザクションが発生す

るが,それらを規定しているのが,インターフェースである｡

･組織内の各種インターフェース:Coase[1988]が企業の存在意義を示した

背景には,階層組織内には無数のインターフェースが存在し,企業内での

トランザクションを効率化させているという事実がある｡ 一元化された所

有権 (Williamson[1985])は,受発注や交渉などの トランザクションを

一切,不要とするという規定 (これは通常,労使契約により明文化され

る)である｡ただし,オープンソース･ソフト開発におけるGPL(General

publicLicense)は,企業間,個人間の間で,これと同様の機能を果たし

ているので,これが企業内に限定されるということはなくなりつつある｡
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ビジョン,ミッション,価値観などは,前述の設計思想と同様に,様々な調

整を行うためのインターフェースである｡ これらは明文化されるが,習慣や企

業カルチャーのように,明文化されてはいなくとも,全社で共有され規定とし

て機能しているものも多い｡その他にも,認証やコミュニケーションのイン

ターフェースは,どの企業でも確実に整備されており,またジョブ･ディスク

リプションなど相互理解を支援するものも充実している｡

システムが人工物 (単一機能の集合)である場合には,例外的な結果は発生

しないが,組織の場合には,インターフェースで規定されている部分をベース

にした相互作用による例外が多発する｡ 例えば,階層組織においては,イン

ターフェースで規定されない部分を,上位のマネージャーが調整を行う権限を

行使して,アドホック･インターフェースを決定している｡ アドホック･イン

ターフェースは,その場限りの対応であり, トランザクションの主体は常に上

位権限に依存しなければならず,モジュールの条件となる自律性は完全に欠落

する｡ インターフェースとアドホック･インターフェースを厳密に区別するの

は,このためである｡ つまり,インターフェースとは,ある特定の個別ケース

を対象としたものではなく,汎用的 (二種類以上)長期的 (二回以上)な様々

なケースに対応でき,主体の最低限の自律性を担保したものでなければならな

い｡

ただし,階層権限は,アドホック･インターフェースを決定する役割と同時

に,インターフェースを決定する役割も担っている｡ この役割については,メ

タ･レベルのインタ-フェースとしてとらえることができる｡ つまり,通常の

階層組織は,インターフェース (インタ-フェースを決定する階層権限を含

む)ど,アドホック･インターフェースを決定する階層権限により,成立して

いるということができる2)｡

2) 上位権限が存在しない場合のアドホック･インターフェースは ｢不測の事態｣であり,その例

外処理方法に関する規定に従って作成する｡そのようなメタ･インターフェースがない場合は,

社会的規定 (自然言語や裁判所など)を使用して調整し決定する｡通常,｢京都地方裁判所で処
理する｣が最もメタなインターフェースであろう｡
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Milgrom&Robertsの ｢部品間のインターフェースの調整｣と同じ発想で,

Collins&Montgomery[1998]のように ｢行動をたえず調整する必要がある

場合には,階層組織のほうが好ましい｣,つまり状況が変化しておりインター

フェースが決定できない場合の階層型権限がよく着冒される｡ しかし,どのよ

うな場合でも,不確定要素の影響を受けずに固定化できる部分は,一般に想像

されているよりもはるかに多く,その抽出努力は極めて重要となる｡ 的確なイ

ンターフェースの設計により,調整作業は大きく減少するのである｡インター

フェースを規定できないのは,その能力を有するものが最大限の努力を払って

ち,コスト的に見合わない場合のみである｡

4 主体の自律性を担保するインターフェース

主体は,自らの行動について自律的に意思決定を行うが,インターフェース

とアドホック･インターフェースにより, トランザクション,すなわち他者と

の関係に関わる活動のみ規定される｡ つまり,主体における活動は,インター

フェースにより規定される活動 (A),アドホック･インターフェースにより

規定される活動 (B),自身の裁量で意思決定する活動 (C)の三つより構成

されるということになる｡ アドホック･インターフェースにより規定される部

分では,自律性は許されないが,インターフェースは,(労働契約を含む)輿

約で自ら同意したもの3)であるので,自律的な意思決定の範囲に入る｡ 従って,

自律性とは,全体の中で,A+Cが占める割合である｡ 主体の自律性が,イン

センティブ及び活動効率と強く相関していることはいうまでもない (ただし,

正と負の両方がある)｡

ここから,自律性の割合により,上司と部下の上下関係でも水平に近いもの

もあるし,対等に見える商取引でも,上下関係に近い企業間関係がありうると

3) 例外として,同意なしに,インターフェースが変更される場合もある (通常は基本契約などの

メタ･インターフェースでそれを認めることになっている)が,それはアドホック･インター

フェースに分類することとする｡
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いうことになる｡

ⅠⅠⅠ インターフ

インタ-フェースを規定することの効用は,極めて多岐に渡り複雑である｡

モジュール化の効用とコストは,Baldwin&Clark[2000]をはじめとして,

よく議論されているが,本章と次章では,インターフェース化の効用とコスト

に着目する｡ インターフェースの効用については,ここまでの議論が明らかに

してきたように,まず主体の自律性を担保することであるが,以下,自律性が

担保されたうえでの関係の規定に関する効用について分析していく｡

第3図では,1:1(相手主体が一人または一個の場合),1:NHO(相手主

体が Nの同質なものの場合),1:NHE(相手が Nの異質なもの

類して,その関係性規定における効用を記述している｡ ここで,効用 は累積し

ていく,つまり,1:NHO の効用は,1:1の効用も含み,1:NHE の効用は,

1:1と1:NHO の効用も含んでいる｡ これらは基本的には,合理的に求めう

る,あらゆる関係性 (インターフェース)を網羅したものと考えてよい｡

① 1:1

これは,基本的な交換のトランザクションのインターフェースであり,二者

間の資源 (財,サービス,資金,情報)が交換されるプロセスが効率化される

ことによる,コスト削減が効用となる｡ その応用として,情報の量と質が高ま

り,意思決定の精度が増し,両者の資源効率 (パフォーマンス)の向上が実現

される｡

② 1:NHO

インターフェースにより,付加と撤去のコストが削減される (組み込まれて

いるものの撤去は,通常,困難である)｡負荷配分 (ロ-ド･バランシンダ)

は,収穫逓減の場合に,過剰負荷の主体を最適調整する (すなわちコスト削減

につながる)｡どちらも,量的な調整 (増大と低減)を容易とさせるものであ

る｡
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第3図 インターフェースの効用
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③ 1:NHE

ここでの効用は,基本的に,インターフェースが存在することにより,細分

化と分類化が容易となることである｡ 細分化により,各主体の特質が単純化さ

れ,処理が容易となる｡ これにより,質的な変更 (質の付加と撤去)が容易と

なるので,この形態は,環境変化に柔軟な組織構造であるといえる (細分化と

分類化が的確に行われるインターフェースの存在が条件となるが)｡ちなみに,

この形態はN個の異質な主体が,ネットワーク形態を形成している場合であ

り,通常意味されるところの "ネットワーク"と理解してよい｡

注目すべきは,相手がいない場合にも,時間を考慮したネットワーク外部性

(垂直的ネットワーク外部性)を考えることにより,上記すべてのインター

フェースの効用は機能することである｡ インターフェースを規定することによ

り,自身の活動の評価を容易 (モニタリング,評価コストの低減)とし,自ら
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の資源効率の向上に寄与することになる｡ NH0-0の場合 (自身以外に,N

が存在しない場合)の事例としては,在 庫 の保

則 した生産を蓄積しておくことにより,負荷の

｡インターフェースに

ヒや最適配分が容易となる｡

NHE-0の場合の事例の一つは,自身のファイリング･システムである｡現 在

の活動と将来の活動 (あるいは,それに付随する情報)を,インターフェー ス

により分類し,情報のアーカイブが行われる｡ これは,Nが大 き い 方 が 効 用

も大きくなるが,あらゆる個人が単独でさえ必ず行うものである｡

これらの効用は,｢主体の資源効率を高めること｣｢主体が構成 す るシステム
内におけるトランザクション (資源の交換)の効率を高めること｣｢システム

の質 ･量における変化への柔軟性を高めること｣にまとめられる｡これらは,

環境変化への対応には極めて重要である｡

ⅠⅤ インターフェースのコスト

1 コ ス ト

インターフェースのコストは,第4図に示すように,提供者側と使用者側,

および初期費用と継続的費用に分類して議論することができる｡ インタ-

フェースを新規に導入する場合は,設計コストに加えて開発コストが必要とな

るが,社会,企業内に既存のインターフェースを選択し採用することも可能で

ある｡重要なのは,これらインターフェースの設計 ･開発コストに加えて,運

用コストが多く発生することである｡ここでは,マネジメント･コスト,オペ

レーション･コストと表現しているが,インターフェースに習熟し,それを定

着させ,的確に活用するまでのあらゆるコストが含まれる (インターフェース

の変更に際して発生する,撤去のコストもここに含める)｡インターフェース

の悪用 (クリエーティブ･コンプライアンス)の排除も重要となろう｡

実は,これらは通常のマネジメント コストとして発生しているもの,つま

り通常の業務に包含されうるものだということができる｡ マネジメントを,刺

皮 (その導入と運用)に依存する組織では,インターフェースのコストのほと
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第4図 インターフェースのコスト

-設計コスト
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*1:既存のインターフェースの選択
*2:使用者が,インターフェースの設計に参画する場合もあるO

んどは,吸収されうるということである｡つまり,制度化やインターフェース

化に柔軟な組織は,個人でも全体としても柔軟性,変化適応性,革新性をポジ

ティブ･フィードバック的に高めていき,逆に,そうでない他の組織において

は,すべて新たなコストとして発生する可能性があるので,初動が極めて困難

となる｡

インターフェースのコストとして,ロックインと硬直化による変更コストの

増大 (埋没コスト)がよく指摘される｡しかし,あらゆる一般的な ｢制度の導

入｣において,それに先立ち,習慣を含め,規定されているインターフェース

が存在 しており,その場合には ｢変更のコス ト｣が発生している｡例えば,

ITネットワークとそれに依存する制度の導入である｡ 従来,紙によるコミュ

ニケーションに依存してきた制度は,電子的な制度に代替されるが,これには

仝使用者のブラインド･タッチ習熟など使用者のスキル,技術管理を含めて,

膨大な変更コストが発生している｡ 会計制度の変更も,世界レベル,国家レベ

ル,企業レベルなど,その規模により膨大な変更コストが要求される｡ 従って,

変更のコストは ｢インターフェース変更のコスト (モジュールの変更コスト)｣
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にのみ例外的に発生するものではなく,日常的に発生しているものである｡

2 インターフェースが存在しない場合とのコスト比較

インターフェースが存在しない場合,どのようなコストが発生するかから,

インターフェースのコストを考察してみよう｡ インターフェースが存在 しない

場合には,アドホック･インターフェースの設計コストとその派生コストが発

生している｡

前者のアドホック･インターフェース設計であるが,インターフェースが存

在 しない場合,あらゆる個別ケースに対応 して ,ゼロ ･ベースでの設計が必要

となり,他との相互依存が激しく,アドホック ･インターフェースの組み合わ

せは無限となるので,設計に必要な情報処理においても合意形成においても効

率は著しく低下する｡ アドホック･インターフェース設計は,ネットワーク外

部性 (ユーザー,領域,時間)を考慮する必要がないので,その分の情報処理

量は減少するように見えるが,実は,その非効率性のために大きなコストが発

生 しているのである｡ただし,固定化が好ましくない領域で,意図的にイン

ターフェースの構築を避け,アドホック･インターフェースで対応しようとす

る場合に,階層的処理をとる (これはインターフェースの部分的固定化に等し

い)ことにより,その設計効率性を高めることができるが,｢インターフェー

スの固定化がいけない｣とする発想がある限りは,これは不可能である｡

派生コス トとして発生するものとしては,Jensen&Mecklingl1976]や

Eisenhardt[1989]らにより指摘されたエージェンシー ･コス トや,Milgrom

&Robertsのインフルエンス ･コストがあげられる｡ これらはインターフェー

スの存在しない階層組織などでは膨大であるが,的確なインターフェースがあ

れば,最小限にとどめることが可能なコストである｡
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第5回 新しいインターフェース層の付加

*:単純化による,低労賃化も含む｡

V インターフェースの設計

1 新しいインターフェース層の付加

自然言語など何らかの既存のインターフェースが交信に不可欠であることを

見れば明らかなように,インタ←フェ←スはレイヤー,あるいはモジュールの

ように,交信,相互理解,交換,搬送 ･組込の各ステップにおいて,次々と積

層されていく｡ 各々のインターフェース｡レイヤーの付加に際しては,その効

用と費用が比較され,新規に設計するか,外部から採用するか,現状維持 (導

入しない)かが決定される｡ 第 5図に示すように,設計に際しては,以下の指

針を踏襲した上で,効用とコストを分析する (ただし,費用対効果が得られな

い場合は,現状維持となる)｡

2 設計の指針

新たなインターフェ←ス中レイヤーの設計は,以下の4つの指針に従って行

われる｡
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①規定されていない部分の最大限の置換 :対象とする部分の規定を,例外を最

小限とするように設計する｡ ただし,運用の能力との比較で,複雑すぎる

規程は不適当の場合がある｡ そのような場合には,例外の対応策をメタ･

レベルのレイヤーとして整備しておく｡

②最小限のインタ←フェースによる①の実現 :設計,運用,維持 ･改変におけ

る作業効率を考慮して,可能な限りシンプルな規定とする｡ そのためには,

構造化,特に階層構造化が不可欠である｡

③②のオペレーションの ITによる効率化 :設計された規定のオペレーション

は,可能な限りITを導入し効率化する｡ITとインタ←フェースとの親

和性は,極めて高く,アドホック･インターフェースとは,その逆である｡

④他のインターフェースとの矛盾の回避 :設計された規定が,他のインター

フェース規定と矛盾する場合の調整コストは非常に大きくなる｡ 現存する

ものばかりか,将来的に導入されるものをも考慮して,設計する｡ このイ

ンターフェースのモジュ←ル化,あるいはインターフェースのインター

フェースともいうべき全体構造を規定するものが,一般に "アーキテク

チャー"と呼ばれるものである｡

3 アーキテクチャー設計

アーキテクチャーは,インターフェースの相互矛盾を回避し,それぞれが単

独,あるいは協調して機能するために,極めて重要である｡ アーキテクチャー

全体の構造化が的確になされていれば,インターフェースの置換が可能となり,

陳腐化への対応が可能となる｡ 現実には普及していないが,OSI(OpenSys-

temslnterconnection)のネットワークの7階層モデルは,典型的なアーキテ

クチャーの事例であり,全体が網羅されている上に相互背反が確保されており,

それぞれ独自の発展と置換が可能である｡ アーキテクチャーは,オープンかク

ローズかの選択を含めて,全体網羅 ･相互背反が徹底されていなければならな

い ｡
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第 6回 インターフェースの適用領域

i-1-tpにおけるトランザクションの累積発生回数
(全ての関与者間のトランザクションを対象とする)

ト
ラ
ン
ザ
ク
シ
ョ
ン
量

トランザクション
の種類

〉孟品芸完芸こ表芸が

注:i-1はインターフェースの使用開始時,tbはインターフェースの予定使用
時間｡

このようなアーキテクチャーの巧拙は,今後,あらゆる組織 (企業,国家な

ど)において,その競争力を決定する重要な鍵 となる可能性がある｡ 現在は,

インターフェース間の,いわゆる標準化競争が激 しいが,今後はアーキテク

チャー間の競争となろう｡

4 適用領域

インターフェースの効用 とコス トは,その対象と実行主体の能力により異な

るが,その適用は,その効用がコス トを上回る領域 となるのは明らかである｡

第 6図は,ノ適用領域の概念を表 した ものであ り,時間 t-1からibまでに,

当該インターフェ-スの全領域における仝関与者間で発生するトランザクショ

ンの累積発生回数 (つまり当該インターフェ-スの累積使用回数)の分布を示

してい る｡ ここで t-1はインターフェースの使用開始時,t♪はインター
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フェ-スの予定使用時間を表している｡ 図に示すように,その主体により,少

ない トランザクションの種類に発生が集中する場合と,多くの種類に分散する.

ケースが考えられる｡

どのようなケ-スにおいても,その発生頻度があまりに小さい場合は,効用

がコストを上回ることは困難である｡ 逆に,少ない種類のトランザクションに,

頻度が集中する環境の場合は,インターフェースの数は少なく,おそらく単純

なアーキテクチャー (例えば,信頼,慣習や単純な階層組織など)で処理が可

能である｡ 本論文やモジュール化理論が有効に適用されるのは,その中間領域

で, トランザクションの種類が多い,時間で トランザクションが変化する,あ

るいはその両方が当てはまる環境である｡

Ⅴ‡ インターフェースのオープン性とその価値 (使用者,提供者にとって)

インターフェース (あるいはネットワーク)におけるオープン性の議論は,

オープン･ネットワークの普及と期を一にして盛んになっている｡ インター

フェースのオープン性の意義は,使用者と提供者の立場から異なる｡ なお,こ

こでインターフェースがオープンであるとは,インターフェースの使用権に関

する条件 (使用価格と使用資格)が緩和されている状態のことである4)｡

使用者にとってのオープン性の価値は,より明らかである｡ インターフェ←

スの仕様が公開されていることにより,コンパティビリティが担保され,競争

原理が機能し,そのインターフェース,あるいは所有者-のロックインが回避

されることになる｡ もちろん,提供者は,この道で特殊性を強化し,依存性を

高める方を好む｡つまり,使用者が提供者からの独立性,自律性を確保するに

は,オープン性は不可欠である｡

また外部資源の内部化に前向きな場合には,ネットワーク外部性が機能する

4) オープン性に関する議論は,所有権と使用権に関するものがありうるが,ここでは使用権が重

要である｡所有権を自身が保持している場合は,通常の組織 ･戦略の議論の範噂になり,所有権

を他者が保持している場合は,使用権のみが問題となるからである｡
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ことは好ましいことである｡ オープンであれば,そのインターフェースが普及,

標準化するため,規模の経済による製品/サービスの向上も期待できる｡ つま

り,インターフェースのオープン性は,使用者にとって価値が大きく,した

がって,提供者は,使用者のこのこ-ズに対応することが競争力強化につなが

ることになる｡

しかし,他方,提供者にとってインターフェ-スをオープンにすることは,

競合の参入を容易とし,インターフェースの価格を限りなく下げる (限界費用

に近づける)という観点から,その効用は微妙かつ複雑である｡ ここでは末松

[2004b]の分析に従い,確定価値と未確定価値に分けて検討する｡

『確定価値

｡単位コストの低減 :インターフェースの使用に課金できる場合,使用量の増

大から,インターフェース使用の単位コストを低下させることができる｡

｡インターフェースが標準を獲得した場合の収益構造-の展開 :インター

フェースの使用に課金できる段階では,マイクロソフトのように事業展開

を享受できる｡ ただし,クローズでは標準化は難しく,オープンにすれば

するほど価格が低下するという,収益化への矛盾がある｡ 標準化競争が極

めて激しい現状においては,マイクロソフトが実現したような標準化の再

現は,もはや非常に困難である｡

甘未確定価値

｡外部との接続による外部資源の内部化 :インターフェ←スをオ←プンとすれ

ば,その普及,あるいは翻訳による外部インターフェースとの接続により,

外部資源の取 り込みが可能となる｡MITの提唱するオープン･コース

ウェアなど,教材をオープンにすることにより,より多くの資源が集まり,

発信者に最も大きい効用がもたらされるという思想が普及しつつある｡

｡普及による認知度の向上 :消費者,使用者,業界など,関連する領域におけ

るブランド向上や トラフィックの増大を,直接的 (マーケテイングやコン

サルティングなど),間接的 (人事採用など)に活用した事業展開などの
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効用が可能となる｡

･事業展開時におけるファース ト･ムーバー ･アドバンテージ:インター

フェースの開発者として,それを活用した事業展開を意図する場合には優

位性が得られる｡

これに対して,インターフェースを ｢隠す (Hiding)｣意味について整理し

ておくと,それは希少財としての差別化と特殊性によるロックイン,つまり依

存性の確保5)である｡ 従来は,提供者のこの依存追求と使用者の独立追及の間

で,バランスが成立してきていた｡しかし,最も発生頻度が高く,希少性や特

殊性のないインターフェ-スがオープン化されるべきであることが広く認知さ

れてきており,このバランスは大きく崩れつつある｡ つまり,インターフェー

スをクローズにすることの価値は,使用者はもちろん,提供者にとってさえあ

まり大きくなく,オープンで (使用条件が緩い),かつ品質の高いインター

フェースが提供者に採用され普及していく傾向が認識される｡ インターフェ←

スを隠すことで成長してきたマイクロソフト社が,インターフェースを完全 に

オープンとしているオープンソースの脅威により,オープン化を進めている6)

のは,その最たる事例としてあげられよう｡ コンサルティング会社のように,

外部には高度に見えるインターフェース (問題解決ノウハウなど)を,出版を

通じて開放しているのも,営業活動という外部資源の内部化として解釈するこ

とができる｡

階層組織は,市場取引とは異なり,相互の独立を前提としないので,異なる

議論が必要となるO 提供者側 (企業)は上記のようなクローズに対する信奉か

ら,また使用者側 (社員)は自らの特殊性を維持するために,オープン化どこ

ろかインタ←フェ-ス自体を嫌う傾向さえある｡ 一種の共依存関係である｡ し

5) 公開しないことにより,差別性と特殊性は確保され,使用者はそれに依存せざるを得なくなる

ので,提供者は強い優位性を享受できる｡

6) この動きは注目されることが少なく,また独占禁止法-の対処のためのみという指摘もあるが,

マイクロソフト社は,同社が開発した XMLなどのインターフェースを公開し,他者との協調

を前提とした全社戦略 ｢.NET戦略｣を推進しているのは事実である｡
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かし,インターフェースのノウハウを取得 しオープンの価値を知った企業が堰

え,成長指向の強い社員が,企業に限定されたマネジメント･システム (イン

ターフェ-ス)よりも,将来の応用可能性の大きい,つまりネットワーク外部

性の高いオープンなものを好むようになっており,さらに企業が成長意欲の強

い (すなわち優秀な)社員を採用するというように,この共依存関係は相互独

立 ･自立協調-大きく転換しつつある｡

前述のとおり,インターネット,およびインターネット上に付加される次世

代インターネット技術というインターフェースの爆発的発展により,外部資源

の使用可能量も爆発的に増大しており,オープン化の意味はますます大きく

なっていると考えられる｡

VH 総括と今後の研究課題

本論文において提示したモデルが明らかにした諸点は,以下のとおりである｡

① モジュールとは,インターフェース群により行動を規定される主体 (自律

的に意思決定を行い活動するもの)である｡ インターフェースとは,主体間

の トランザクションを規定するものであり,主体のトランザクションに関わ

る行動のみに影響を与える｡ トランザクションとは,階層組織を含む,主体

間のあらゆる経済活動 (財の交換)である｡

② トランザクションは,インタ-フェースと,アドホック｡インターフェ-

スを介して行われる｡ 階層組織においては,両者とも上位権限により決定さ

れる｡

③ 主体における活動は,(A)インターフェ←スにより規定される活動,

(B)アドホック･インターフェースにより規定される活動,(C)自身の裁

量で意思決定する活動の三つより構成される｡ 自律性とは,全体の中で,A

+Cが占める割合である｡

④ ｢モジュール化の程度｣とは,主体における自律性 (独立性)のレベルで

あり,それは ｢インタ-フェースの集合の大きさ｣と ｢各インターフェース
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のオープン性｣で決定される｡ これらはすなわち,それぞれ,上位権限や不

確実性と,インターフェース (の所有者)からの独立による自律性の確保に

等しい｡個々の能力と多様性,およびそれらの統合の重要性の増大,さらに

それを支援するインタ-ネットの普及という環境変化を背景として,モ

ジュール化が重要となっていることの説明が可能である｡

⑤ インターフェースは,モジュールの自律性を担保するためにあるので,自

律的判断能力を全く持たない人工物 (部品など)の場合は,その設計や製造

を担当する人間や組織間の,設計や製造のトランザクションに関するものと

なる.データ (コンピュータが関与しない場合)や組織図も同様である｡

⑥ インターフェースの集合としてのアーキテクチャーの巧拙,つまり全体網

羅 ･相互背反で設計されているかが,システムの競争源泉として極めて重要

である｡ これはメタ｡インターフェース設計,インターフェース設計-の細

分化に際しても,当てはまる｡

⑦ モジュール化 (およびインターフェース)の効用は,モジュールの自律性

を担保したうえで,モジュール単体の資源効率,モジュ←ルが構成するシス

テム内におけるトランザクションの効率 (資源の交換効率)及びシステムの

質 ･量における変化-の柔軟性を高めることである｡ 特に,モジュール間の

トランザクションが複雑である場合 (情報処理が高度で付加価値が高い領域

など),環境変化への対応には極めて有効である｡ ただし,そのためには,

インターフェースの設計が的確に行われる必要がある｡

⑧ モジュール化 (およびインターフェース)のコストは,マネジメント･シ

ステムのコストに包含されうる｡ モジュール化に習熟する組織は,そのコス

トを極限まで低減させることが可能であり,その場合,モジュール化の適用

領域と効用は大きく拡大する｡

⑨ インターフェースのオープン化 (使用条件の緩和)は,使用者,提供者の

両者にとって必然であり,特に有効な外部資源が拡大している現在,その流

れは加速する｡インタ←フェースをクローズにして,社員との共依存が成立



70 (244) 第175巻 第3号

していた階層組織でさえ,成長指向の強い社員による自立協調型へと移行し

ている｡

⑲ ネットワークの分析が,インターフェースの分析の枠組を使用して可能で

ある｡ "ネットワーク"とは,インターフェースを共有する主体により構成

されるシステムか,主体間のインターフェースかのどちらかを意味する｡本

論文では,インターフェースを有するシステムについて議論してきたが,そ

の論理的枠組は,(上記の両者を含む)ネットワークに適用でき,ネット

ワークに関する新たな分析枠組を提示することにつながった｡

なお,今後の研究課題として,本モデルの精微化と,より多くの具体例別に

よる検証を必要とすることをあげておく｡
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